
総合政策部 

 

 

令和５年第７回（１２月）上越市議会定例会 

 

総務常任委員会資料 

 

 

 

案 件 番 号 案    件    名 提 出 課 ページ 

議案第１０４号 
上越市地域協議会委員の選任に関する条

例の一部改正について 
地域政策課 1～2 

議案第１０５号 
上越市地域自治区の設置に関する条例の

一部改正について 
地域政策課 3～4 

議案第１１６号 
上越市過疎地域持続的発展計画の変更に

ついて 
地域政策課 5～77 

議案第９５号 
令和５年度上越市一般会計補正予算（第６

号） 
地域政策課ほか 78～82 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



所 管 委 員 会 総務常任委員会 

関 係 案 件 議案第１０４号 

提  出  課 地域政策課 

 

上越市地域協議会委員の選任に関する条例の一部改正について 
 

１ 改正理由 

公職選挙法（以下「法」という。）の一部改正を受け、地域協議会委員の選任投票

に関する運動（以下「投票運動」という。）について、法に定める公費負担等の規定

を適用除外とするため、所要の改正を行うもの 

 

２ 改正内容 

投票運動について、法で規定する地方公共団体の議員の選挙に関する規定（本市の

議員に適用されるものに限る。）のうち、準用しない規定として、次の規定を追加す

る。（第１１条関係） 

⑴ 法第１４２条第１１項関係 

地方公共団体は、公職の候補者の選挙運動用ビラの作成について、無料とするこ

とができる旨の規定 

⑵ 法第１４３条第１６項から第１９項まで、法第１４７条第２号関係 

   公職の候補者又は公職の候補者となろうとする者（以下「公職の候補者等」とい

う。）の政治活動のために使用される文書図画（ポスター、立札及び看板の類）の

掲示についての規定 

⑶ 法第１４７条の２関係 

   公職の候補者等は、当該選挙区内の者に対して、答礼のための自筆によるものを

除き、年賀状、寒中・暑中見舞状等のあいさつ状を出してはならない旨の規定 

⑷ 法第１５２条関係 

   公職の候補者等は、当該選挙区内の者に対して、挨拶を目的とする広告を有料で

新聞紙、ビラ、インターネット等を利用して頒布される文書図画に掲載することや、

放送事業者の放送設備により有料で放送させることができない旨の規定 

 

３ 施行期日 

公布の日 

 

４ 上越市地域協議会委員の選任に関する条例改正案新旧対照表 

（下線部分が改正箇所） 

改  正  案 改  正  前 

（投票運動） 

第１１条 略 

２ 投票運動については、公職選挙法第１３

章（第１４１条第８項、第１４２条第５ 

項及び第１１項、第１４３条第４項及び第 

１５項から第１９項まで、第１４４条の２ 

から第１４４条の５まで、第１４７条後段 

及び第２号、第１４７条の２、第１５２ 

（投票運動） 

第１１条 略 

２ 投票運動については、公職選挙法第１３

章（第１４１条第８項、第１４２条第５

項      、第１４３条第４項及び第 

１５項        、第１４４条の２ 

から第１４４条の５まで、第１４７条後段 
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改  正  案 改  正  前 

条、第１６１条第３項及び第４項、第  

１７２条の２、第１７５条（党派別の掲示

に関する部分に限る。）並びに第１７７条

を除く。）の規定中地方公共団体の議会の

議員の選挙に関する規定（本市の議会の議

員の選挙に適用されるものに限る。）を準

用する。 

３ 略 

 、第１６１条第３項及び第４項、第 

１７２条の２、第１７５条（党派別の掲示

に関する部分に限る。）並びに第１７７条

を除く。）の規定中地方公共団体の議会の

議員の選挙に関する規定（本市の議会の議

員の選挙に適用されるものに限る。）を準

用する。 

３ 略 
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所 管 委 員 会 総務常任委員会 

関 係 案 件 議案第１０５号 

提  出  課 地域政策課 

 

上越市地域自治区の設置に関する条例の一部改正について 
 

１ 改正理由 

人口を基礎とする基準に基づき、有田区の地域協議会委員の定数を変更するもの  

 

２ 改正内容 

 ⑴ 有田区地域協議会の委員の定数「１８人」を「１６人」に改める。（第５条関係） 

 ⑵ 地域協議会委員の公募その他選任に必要な準備行為は、この条例の施行の日前に

おいても行うことができることとする。（附則第２項関係） 

 

３ 施行期日 

⑴ ２⑵の改正 公布の日 

⑵ ２⑴の改正 令和６年４月２９日 

 

４ 上越市地域自治区の設置に関する条例改正案新旧対照表 

（下線部分が改正箇所） 

改  正  案 改  正  前 

 （地域協議会委員） 

第５条 略 

２ 略 

地域協議会 委員の定数 

（略） 

有田区地域協議会 １６人 

（略） 

３～６ 略 

 

 （地域協議会委員） 

第５条 略 

２ 略 

地域協議会 委員の定数 

（略） 

有田区地域協議会 １８人 

（略） 

３～６ 略 

 

 

５ 参考 

 ⑴ 地域協議会の委員の定数に係る基準 

人 口 委員定数 

2,000 人未満 １２人 

2,000 人以上 5,000 人未満 １２人 

5,000 人以上 10,000 人未満 １４人 

10,000 人以上 15,000 人未満 １６人 

15,000 人以上 20,000 人未満 １８人 

20,000 人以上 ２０人 

  ・人口とは、住民基本台帳に基づく人口（外国人を除く。以下同じ。）をいう。 

  ・地域協議会の委員の改選時における定数の見直しは、改選の年の前年９月３０日

現在の人口により行うこととする。 
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⑵ 現行と施行日以降において委員の定数が変更となる地域協議会 

地域協議会 現行 改定後 現行との差 

有田区地域協議会 １８人 １６人 △２人 

  ・施行日における委員定数の合計は３８０人となり、現行の３８２人から２人の減

となる。 
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所 管 委 員 会 総務常任委員会 

関 係 案 件 議案第１１６号 

提  出  課 地域政策課 

 

上越市過疎地域持続的発展計画の変更について 

 

１ 概要 

 ○ 上越市過疎地域持続的発展計画は令和 3 年 4 月 1 日に「過疎地域の持続的発展の

支援に関する特別措置法」が施行されたことにより、令和 3 年度に策定した。 

 ○ 過疎地域の市町村が、法の定める目的を踏まえ、過疎地域の持続的発展を図るた

め定めることができる事業計画で、財政上の特別措置（過疎対策事業債等）を活用

する場合などには策定が必要 

 ○ 議会の議決を経て「過疎地域持続的発展計画」を定めることができる。 

 

２ 計画変更の背景 

○ 上越市過疎地域持続的発展計画の計画期間は、令和 3 年度から令和 7 年度までの 5

年間となっている。 

○ 現行の上越市過疎地域持続的発展計画は、上越市の最上位計画である上越市第 6

次総合計画に基づき策定したものだが、令和 4 年度の上越市第 7 次総合計画や上越

市第 3 次財政計画などの主要計画の策定に伴い、本計画において文言の修正等の変

更を行うもの 

 

３ 変更内容 

⑴ 上越市第 7 次総合計画の策定に伴う変更 

・上越市第 7 次総合計画との文言等との整合を図る。 

⑵ 上越市第 3 次財政計画の策定に伴う変更 

・過疎地域の持続的発展に資する事業を追加する。 

⑶ 各種統計情報の更新等 

・時点修正可能なものは最新の数値へ更新する。 

・その他文言修正が必要なものは修正する。 

 

４ 地域協議会での審議 

 諮  問  日：7 月 5 日 

答  申  日：7 月 18 日（牧区）、24 日（中郷区）、27 日（清里区、三和区）、31 日 

（板倉区）、8 月 22 日（柿崎区）、24 日（吉川区）、29 日（浦川原区）、 

30 日（安塚区、大島区、名立区） 

答  申  内  容：諮問した全ての地域協議会から支障なしとする旨の答申があった。 

また、吉川区地域協議会から附帯意見があった。 

対応方針通知日：9 月 12 日 

附帯意見に対する回答を行うとともに、諮問した全ての地域協議会 

に附帯意見と回答を情報提供した。 
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５ 地域協議会での質問・意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区
分 

区
名 

質問内容 回答内容 

計
画
の
位
置
付
け
、
考
え
方 

安
塚
区 

・本来、総合計画とは、基本計画と実施計
画、財政計画の 3 点をセットで作り上げる
ものであると考えている。しかし、上越市
の場合は、実施計画をなかなか作ろうとし
ない。 
・安塚区地域協議会が「地域住民の生活に
支障はないものと認める」旨の答申を行っ
た後、仮に新潟県との協議の中で文言の指
摘等がなされた場合、安塚区地域協議会は
答申の際にどこまで議論していたのか外
部から言われかねない。ましてや市議会 12
月定例会で否決されるというような事態
になれば、計画変更の内容が文言の修正だ
としても、答申を行う手前まずいのではな
いか。 
・新潟県や上越市議会 12 月定例会で否決
されるといった可能性を一切考えていな
いのか回答をお願いしたい。 

・今後の流れについては、資料 No.1 のスケ
ジュールの部分に記載しているとおりであ
る。まず、次回の地域協議会で答申に関する
協議を行っていただく。そして、9 月中旬以
降、所管事務調査とパブリックコメントが実
施される。その後、新潟県との協議を経て、
市議会 12 月定例会に上程を行うというスケ
ジュールである。 
・このような手続を踏みながら、皆さんから
のご意見をお聞きし、計画の内容を整理させ
ていただく。今回の計画変更の主な内容は、
第 7 次総合計画や第 3 次財政計画の策定に伴
う文言等の修正である。 
・ご質問については、想定も絡んでおり、こ
の場での回答を行うことはできない。まず
は、次回の地域協議会で答申に関する協議を
行っていただきたい。その後、新潟県との協
議の中で指摘等がなされる可能性があるか
どうかについては、この場で回答することは
できないので、ご容赦願いたい。 

牧
区 

・今回の諮問は主に文言の整理で、基本的
な内容は変わらず、新しい考えに合わせた
変更だと説明があった。しかし、新旧対照
表 P23 の「持続的発展の基本方針」につい
て、変更後は枠内の文言が一括削除される
など、変更前後で大きく表記が異なってい
る。また、変更前は「選ばれるまち」と記
載されているが、変更後はそのような記載
がない。文言の整理というよりも内容の変
更だと感じた。 

・全体的には文言の整理で、数値は最新のも
のに変更している。第 7 次総合計画で設定さ
れた 5 つの基本目標に合わせて変更したもの
である。 

牧
区 

・第 7 次総合計画や財政計画、過疎地域持
続的発展計画といった様々な計画がある
が、各計画の期間がそろっていれば、考え
を整理して一括で見直すことができるの
ではないか。策定している担当部署が異な
り、難しい部分もあると思われるが、地域
住民の視点からすれば、計画期間がそろっ
ていた方が分かりやすい。 

・第 7 次総合計画、財政計画、定員管理計画、
行政改革推進計画は同じ期間で取り組んで
いるため一括に見直されるが、それ以外の計
画は担当部署によって、期間の定めが異な
る。一方、計画期間の途中で見直しを行い、
その都度修正を行っていることから、ご理解
いただきたい。 

中
郷
区 

・自主的審議を進めるに当たって、この計
画のどこに注視すればよいのか。密接に関
わるものは何なのか。 

・市が国等から財源を得るために示した計画
であるため、総花的に書かれた計画であるこ
とをご理解いただきたい。 

板
倉
区 

・文言の整合を図ったということは理解で
きるが、法律上過疎法に係ることで板倉区
住民の生活に支障はないということでよ
いか。 

・板倉区の住民の生活に支障はない。 
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区
分 

区
名 

質問内容 回答内容 

個
別
事
業
に
関
す
る
こ
と 

安
塚
区 

・資料 No.2 の P24 の 3 産業の振興（1）
農業についてお聞きしたい。現況と問題
点、それに対する対策が記載されており、
中山間地域等直接支払制度の活用等が挙
げられている。中山間地域等直接支払制度
について、現在の第 5 期対策は、令和 6 年
度までと聞いている。中山間地域等直接支
払制度や多面的機能支払制度には、5 年縛
りのようなものがある。5 年間の協定期間
中、協定に参加する農業者が協定から抜け
て、農業生産活動等が行われなくなった場
合、当該農用地に係る交付金の返還義務が
生じるというものである。高齢化の進行に
より、農業者はいつまで農業を続けられる
か分からない。このような 5 年縛りは今後
も継続されるのか。今までは、5 年間の協
定期間中、誰かが病気等により農業ができ
なくなった場合、協定に参加しているほか
の農業者でその分の農用地を引き継がな
ければならなかった。5 年縛りが緩和され
ると、非常に農業者の負担が減る。集落で
も不安の声が挙がっている。 

・原則として、5 年間の協定期間中に農業生
産活動等が行われなくなった場合、対策期間
中の認定年度に遡って交付金を返還してい
ただくこととなっているが、令和 2 年度開始
の第 5 期対策から、返還の対象となる範囲が、
協定農用地全体から農業生産活動等が行わ
れなくなった当該農用地のみに緩和された。
このように、農業者の皆さんから安心して取
り組んでいただけるよう、国においても、適
宜、制度の見直しを行っているところであ
る。なお、農業生産活動等が行われなくなっ
た原因が、協定に参加する農業者の死亡や病
気・高齢や自然災害などのやむを得ない事由
に該当する場合は、この交付金返還義務が免
除されることになっているが、この適用に当
たっては、段階的対応や諸手続等があるた
め、該当事案が発生次第、市農村振興課又は
総合事務所まで相談いただきたい。 

牧
区 

・新旧対照表の P27 の「次世代を担う農業
者となることを志向する 50 歳未満の人に
対し、就農後の経営発展のための機械・施
設等の導入及び就農直後の経営確立を支
援する資金を交付する」とあるが、今後過
疎地域でこのような人材を求めていくこ
とは難しいと思われる。現実的な人口構成
や人の動きを踏まえ、計画を検討した方が
良い。 

・現状、牧区の農業は 70 代の方が中心に取
り組んでおり、50 歳未満の方はとても貴重な
存在である。個人的には、このような事業が
あれば担い手の増加も想定され、必要な事業
と考えている。 

吉
川
区 

・新旧対照表の P30 で、変更前には「イノ
シシ」と書いてあるが、変更後は「鳥獣」
となりイノシシの固有名詞が消えている。
イノシシは結構出ていると思うが、変更で
きないか。 

・農作物被害のうち、依然としてイノシシに
よる被害が大多数を占めている一方で、近年
のニホンジカやハクビシン、スズメ等による
被害が発生している現状を踏まえて、総合的
な鳥獣被害対策の観点から「鳥獣」と表現し
たものである。 

吉
川
区 

・新旧対照表の P38 で、「耕作放棄地」が
「荒廃農地」に変わっているのはどういう
理由か。 

・「耕作放棄地」から「荒廃農地」への変更
は、関係要領の文言に合わせた変更である。 

吉
川
区 

・鳥獣被害は、中山間地域の整備が一番の
課題である。新旧対照表の P29 の「被害の
拡大」で「猟友会等への負担の増加が課題
となっている。」は筋違いであると思う。
鳥獣被害対策協議会でも「追うのではなく
追わないで捕る方法」の方が課題ではない
か。中山間地は広いので電気柵を取れば必
ずそこからやられてしまうため、疑問を呈
させていただいた。 

・猟友会の市内 6 支部においては、年間を通
じた有害鳥獣捕獲を始め、鳥獣被害対策実施
隊によるイノシシの捕獲活動、さらには、地
元集落からなる捕獲サポート隊の指導や助
言など、農業及び人身被害の抑制に大きく貢
献いただいているが、会員の高齢化は進行し
つつあり、加えて、新規入会者数も減少傾向
にあるなど、今後の「捕獲体制」の弱体化が
懸念されることから、大きな課題として捉
え、現在、新しい人材の確保・育成に取り組
んでいる。また、本編 P30 に掲載のとおり、
より効率的かつ効果的な捕獲活動を推進す
るため、現在、ICT やドローン技術等を活用
した「スマート捕獲」の実証を進めており、
令和 6 年度からの本格導入を目指している。 

中
郷
区 

・新旧対照表の P42 の「交通施設の整備、
交通手段の確保」について、変更後の「第
2 次上越市総合公共交通計画の中間見直し
を行い、引き続き市民の日常生活の移動手
段の確保と将来にわたって持続可能な公
共交通ネットワークの構築を目指すこと
としている。」とあるが、市が補助金を出
し、全面的にやってくれるということか。 

・今回の過疎計画の変更によって上越市総合
公共交通計画が変わることはないため、引き
続き個別に見直しを行いながら進む。 
・現在、上越市総合公共交通計画の後期計画
の見直し時期であり、今後公共交通懇話会で
中郷区での運行をどうしていくか具体的に
決めていく。妙高市とも調整しながら進むこ
とになるが、現時点で補助金を含めた具体的
な案はない。 
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６ 地域協議会での付帯意見及びその回答 

 吉川区 

答
申
内
容 

支障なし 

（附帯意見） 

・今後も、それぞれの過疎地域が真に望む施策実施や、それに伴う予算計上・執

行をお願いいたします。 

回
答
内
容 

・市では、本計画変更後も引き続き地域の声を把握しながら、地域の皆さんと共

に過疎地域の持続的発展に向けた事業の検討を行うとともに、必要な対応を行っ

ていきます。 

 

７ パブリックコメントでの意見募集 

意見公募期間：10 月 2 日から 10 月 31 日まで 

募集結果：0 件 

結果公表期間：11 月 27 日から 12 月 26 日まで 

 

８ 新潟県との事前協議 

 県の意見を反映した件数：4 件 

No.1 県意見の該当箇所：49 頁 

県意見 

●最終処分場整備事業 

・事業主体を新潟県→（公財）新潟県環境保全事業団に修正 

（処分場の整備・運営主体は、令和 4 年 3 月に同事業団に決定したため） 

対応状況 ・「（公財）新潟県環境保全事業団」に修正 

 

No.2 県意見の該当箇所：49 頁 

県意見 

●最終処分場整備事業 

「県及び事業主体である公益財団法人新潟県環境保全事業団が進める

地元との合意形成や地域振興策の具体化などに協力していく。」→「県

及び事業主体である公益財団法人新潟県環境保全事業団と協力し、地域

振興策の具体化などに取り組む。」 

（地域振興策については、県・市・事業団の 3 者が主体となって、それ

ぞれの立場から具体化に向けて協同で取組を進めているところである

ため） 

対応状況 
・「県及び事業主体である公益財団法人新潟県環境保全事業団と協力し、

地域振興策の具体化などに取り組む。」に修正 

 

No.3 県意見の該当箇所：54 頁 

県意見 

●7 行目 

急速な高齢化の進行に伴い、後期高齢者人口や認知症高齢者の増加が見

込まれ… 

（5 行目の記述「75 歳以上の後期高齢者人口の増加…」と重複している

ため削除。） 

対応状況 ・「後期高齢者人口や」を削除 
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No.4 県意見の該当箇所：54 頁 

県意見 

●13 行目 

一部の地域では住民主体の組織が図られていないことから… 

（図られるでは意味合いが異なるため、言い換え。言い換え例：住民主

体の組織が編成されていない、住民主体の組織が構成されていない 

等） 

対応状況 

・組織の後に“化”が抜けており、正しくは「一部の地域では住民主体

の組織化が図られていないことから…」となることから、“図られて”

のままとする。 
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所 管 委 員 会 総務常任委員会 

関 係 案 件 議案第９５号 

提  出  課 地域政策課 

 

歳出科目（Ｐ28～Ｐ29） 2款 1項 1目 一般管理費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

区総合事務所管理費 23,311 975 24,286 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

一般財源              975  需用費                975 

 

 

 

【補正理由】 

エネルギー価格の高騰に伴い、安塚区総合事務所、牧区総合事務所及び名立区総合事務

所における燃料費や電気料金に不足が見込まれることから、所要額を増額するもの 

 

【補正内容】 

〇区総合事務所（安塚区、牧区、名立区） 

科     目 補正前 補正額 補正後 

燃料費 2,509 340 2,849 

光熱水費 5,396 635 6,031 

 うち電気料金 4,970 635 5,605 

合  計 7,905 975 8,880 
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提  出  課 総合政策課 

 

歳出科目（Ｐ28～Ｐ29） 2款 1項 7目 企画費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

企画調整費 272,070 149,434 421,504 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

寄附金          105,000 

一般財源           44,434 

 

 報償費             35,118 

役務費             22,825 

積立金             91,491 

 

 

【補正理由】 

ふるさと納税による寄附金の見込み額にあわせ、ふるさと上越応援基金等積立金及び返礼品

代等を増額するもの 

 

【補正内容】 

（歳入） 

項   目 補正前 補正額 補正後 

寄附金 175,000 105,000 ※ 280,000 

 

（歳出） 

項   目 補正前 補正額 補正後 

報償費 43,313 35,118 78,431 

 ふるさと納税謝礼等 43,313 35,118 78,431 

役務費 37,548 22,825 60,373 

 郵便料 810 1,079 1,889 

通信運搬費 11,375 9,573 20,948 

手数料 25,363 12,173 37,536 

積立金 175,000 91,491 266,491 

 ふるさと上越応援基金等積立

金 

175,000 91,491 ※ 266,491 

合  計 255,861 149,434 405,295 

※令和 5 年度中の寄附金を 280,000 千円と見込み、このうち令和 5年 4月から 12月まで

の見込額 248,684 千円を基金に積み立て、令和 6 年 1 月から 3 月までの見込額 31,316

千円は令和 5年度歳計剰余金に含め、令和 6年度において基金に積み立てるため、補正

後の寄附金と基金積立金は一致しない。 
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提  出  課 交通政策課 

 

歳出科目（Ｐ28～Ｐ29） 2款 1項 7目 企画費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

並行在来線対策事業 96,986 3,585 100,571 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

一般財源          3,585  負担金補助及び交付金 

                   3,585 

 

 

【補正理由】 

地域鉄道の安全安心な運行を維持するため、エネルギー価格高騰による影響を受けてい

るえちごトキめき鉄道株式会社及び北越急行株式会社に対して、県及び沿線自治体と協調

して支援を行うための経費を増額するもの 

 

【補正内容】 

（歳出）                                

区  分 補正前 補正額 補正後 

負担金補助及び交付金 96,828 3,585 100,413 

 エネルギー価格高騰対策支援金 0 3,585 3,585 

 

・支援内容：えちごトキめき鉄道株式会社及び北越急行株式会社に対し、県及び沿線自 

治体が協調して支援を行う。全体支援額は、令和 5 年度の電力及び軽油の

使用量（見込）に価格高騰幅（令和 5 年単価－令和 4 年単価）を乗じて積

算し、年間影響額を算出 

                                   単位：円 

支援対象者 区分 価格高騰幅 
令和 5年度 

使用量（見込） 

価格高騰の影響額 

（全体支援額） 

えちごトキめき鉄道 
電力 5.49 3,699,490kw 20,310,200 

軽油 4.33 698,890ℓ 3,026,194 

北越急行 電力 5.49 3,669,177kw 20,143,782 

 

・負担割合：県 5/6、沿線自治体 1/6 

※沿線自治体の負担割合は、鉄道各社への出資割合により算出。当市の負担

割合は、えちごトキめき鉄道株式会社 52.16％、北越急行株式会社

46.34％ 
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・全体支援額と当市負担額                       単位：円 

支援対象者 全体支援額 当市負担額 

えちごトキめき鉄道 23,336,394 2,028,710 

北越急行 20,143,782 1,555,771 

計 43,480,176 3,584,481 
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提  出  課 地域政策課 

 

歳出科目（Ｐ30～Ｐ31） 2款 1項 28目 地域振興費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

コミュニティプラザ管理運営費 224,312 8,098 232,410 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

一般財源            8,098  需用費              8,098 

 

 

 

【補正理由】 

エネルギー価格の高騰に伴い、コミュニティプラザにおける燃料費や電気料金に不足が

見込まれることから、所要額を増額するもの 

 

【補正内容】 

〇コミュニティプラザ（10施設） 

科     目 補正前 補正額 補正後 

燃料費 11,881 1,005 12,886 

光熱水費 52,575 7,093 59,668 

 うち電気料金 45,752 7,093 52,845 

合  計 64,456 8,098 72,554 
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